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1． 概
要
近年、東北地方においては、横断道路の開通により広域的な交流が活発化し、主要都市を中心に日常生活圏が拡大するなど道路環境のめざましい発展を遂げました。しかし、冬期においては今なお路面の凍結、堆雪による幅員の減少により走行環境が著しく低下し、徒歩・自転車・バイクによる移動が困難となり自動車交通への依存が高くなっています。その結果、冬期は、中心部と郊外の住宅地を結ぶ道路で降雪時に交通のボトルネックとなる箇所で深刻な渋滞が発生しています。また、スパイクタイヤの禁止、スタッドレスタイヤの普及に伴い非常に滑りやすい路面が発生し、交差点内・橋梁取り付け部・踏み切り部・急勾配部などにおいて渋滞・事故が多発しています。
このような社会・経済状況の変化に伴い、冬期においても信頼の高い道路交通の確保、および凍結路面などによる交通渋滞や事故多発箇所の対応が求められています。厳しい財政状況の中で、効率的・効果的に安全で快適な冬期の通行を確保し、安心できる生活と活発な社会経済活動を支えていくためには、施策の重点化や除雪・消融雪施設などの設置・運営・管理にかかるコストの低減に向けた取り組みとして技術の積極的な開発、利用が必要となってきております。

そこで、東北地方建設局では、冬期道路における施策として「路面凍結対策技術」を重点テーマとして取り上げ、有識者からなる東北地方道路雪対策技術検討委員会（委員長福田正宮城大学教授）のもと、産・学・官の連携により技術の開発・導入を積極的に進めることに致しました。

本公募は、上記背景・目的に基づき、「路面凍結抑制剤」に関する技術開発の募集を行うものであります。

２．技術開発の考え方

　本公募による技術開発は、各社（機関）が保有する既存技術（路面凍結抑制剤）の開発を前提とし行う。



















３．技術開発のテーマ
　冬期路面管理について東北地方建設局の凍結路面対策は、路面凍結抑制剤の散布量の低減、環境を考慮した事前散布を基本とした対策を考えております。事前散布を実施する場合、経済的で持続性、即効性の高い路面凍結抑制剤が必要になります。このため、以下の路面凍結抑制剤についての技術開発を実施します。

（１）開発テーマ
　　　　　『　持続性、即効性、経済性、保存性がよく環境へ影響が少ない路面凍結抑制剤の開発　』
（２）開発条件

　　　　①環境への影響が少ないこと。
　　　　　　コンクリート構造物への影響が少ないなど環境に優しい路面凍結抑制剤であること。人体に悪影響をおよぼす成分が含まれていない路面凍結抑制剤であることが必要になります。
　　　　②持続性または即効性が高いこと。
　　　　　　事前散布を前提とするため、持続性が高く、路面凍結抑制効果の高いことが必要となります。また、すでに凍結が発生している場合や圧雪地域においては、即効性の高い路面凍結抑制剤が必要となります。地域別に凍結状況が異なっており、それぞれに対応できることが必要となります。

　　　　③経済性に優れていること。
　　　　　　環境・構造物への影響を含めたトータル（構造物の補修費など）で経済性に優れる路面凍結抑制剤であることが必要になります。

　　　　④作業性に優れること
　　　　　　既存の路面凍結抑制剤には散布車に積み込むときの問題（臭気・飛散）など、作業上の問題があるため、作業員の労働環境を考慮した路面凍結抑制剤であることが必要となります。

（３）開発目標

○環境への影響が少ない路面凍結抑制剤
○持続性または即効性に優れる路面凍結抑制剤

○経済性に優れる路面凍結抑制剤

○作業性に優れる路面凍結抑制剤

４．応募者の資格
路面凍結抑制剤およびこれに類するものの開発に関連する企業、学術機関、官、企業同士の共同体、企業と官の共同体、企業と学術機関の共同体、官と学術機関の共同体を募集します。

５．契約条件

　（１）平成11年度の契約条件（一次選定された企業等との契約に関する条件）

　　　①契約形態
公募により選定された各企業等は、東北地方建設局と技術開発基本協定を締結し、路面凍結抑制剤に対する検証（試験散布）を行います。平成11年度に行う検証にかかる費用（路面凍結抑制剤費）は、各企業等における負担とします。ただし、評価は東北地方建設局が第三者機関に別途委託します。

　　　②開発期間
　　　　　技術開発基本協定締結後から平成12年3月までとします。
　　　③契約者
　　　　　技術開発基本協定に基づき企業等の代表者と契約します。
　（２）平成12年度以降14年度までの契約条件（二次選定された企業等との契約に関する条件）

　　　①契約形態
二次選定された企業等は、東北地方建設局と新たに技術開発基本協定を締結、その役割に応じて費用を分担し、共同で技術開発を行います。

　　　②開発期間
　　　　　技術開発基本協定締結後から平成15年3月までとします。
　　　③契約者
　　　　　技術開発基本協定に基づき企業等の代表者と契約します。
　　　④納入物件及び開発費の支払い等
企業等は開発された路面凍結抑制剤およびその他成果物を東北地方建設局に納入します。東北地方建設局はこれを受けて検査を行い、合格したものに対して開発費を支払います。
　　　⑤成果物に関する知的財産権の取扱い
　　　　　成果物に関する知的財産権及びそれに類する権利については、東北地方建設局と締結する技術研究開発基本協定に基づき、技術開発の分担の度合いに応じて設定します。

　　⑥成果物の利用
開発した路面凍結抑制剤を東北地方建設局の各事務所で活用していきます。また、開発結果を利用し、他地方建設局、北海道開発局、道府県等に適用することができます。

６．技術開発課題の評価

　（１）企業等の選定方法
　企業等は、路面凍結対策専門部会において一次選定、二次選定の二段階の選定を経て、最終的に東北地方道路雪対策技術検討委員会で決定します。

一次選定は、公募記載内容から技術力、成分分析結果、経歴、企業力などを踏まえ路面凍結対策専門部会で評価することにより行います。

二次選定は、一次選定された企業等により本年度検証（試験散布）を行い、その結果を路面凍結対策専門部会で評価することにより行います。

　なお、審査の過程において必要に応じヒアリング等を行うことがあります。

　（２）評価基準
　　　①一次選定

一次選定は公募記載内容から技術力、成分分析結果、経歴、企業力などを踏まえ路面凍結対策専門部会で評価することにより行います。

　　　　　＜　技　術　力　＞

　基本コンセプト：開発目的・基本コンセプトが明確にされているか。

  開発方法・内容：開発の方法、内容が優れているか。

　　　　　＜成分分析結果等＞

　　　　　　効果：既存技術の効果は優れているか。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　安全性：施設、材料等に問題はないか

　　　　　＜経　　　　　歴＞

　関連分野の実績：関連分野の開発等に関する実績を有しているか。

　　　　　＜企　　業　　力＞

　　　　開発体制：開発するうえで適切に遂行できる体制を有しているか。

開発に必要な設備：開発を円滑に遂行するために必要な設備を有しているか。

　　　　経営基盤：経営基盤が確立されているか。

②二次選定

　一次選定された企業等は、モデル地域において平成11年12月～12年２月までの期間、検証（試験散布）を行い、散布結果を公的機関が検証します。その結果をもとに路面凍結対策専門部会が、次に示す評価基準に従って総合的に評価し、企業等の選定を行います。この選定結果を受けて、最終的に東北地方道路雪対策技術検討委員会が企業等の決定を行います。

　　　　　○ニーズとの適合性
　　　　　　　必要とされる技術開発と提案内容が適合すること。
　　　　　○技術内容
　散布効果の高いものであること。新しい技術の利用、もしくは既存の技術を組み合わせた、新規性、独自性の高いものであること。
　　　　　○地域との適合性
　　　　　　　東北地方建設局管内の気象特性と地域性を考慮し、積雪の少ない路面凍結主体地域と、積雪が多い圧雪主体地域において効果を発揮するものであること。
　　　　　○実用性
　　　　　　　確実性、適応性、経済性、安全性が高く東北地方建設局管内において実現性がある路面凍結抑制剤であること。
　（３）通　知
採否の結果は、代表者宛に通知します。
７．提出書類作成上の注意
　　　　　・提出書類は、A4サイズ用紙、縦置き、横書きで記載して下さい。
　　　　　・原則としてワープロ書きして下さい。
　　　　　・その他、提案書記入要領に従って作成して下さい。
８．応募方法
　（１）提出期間
　　　　　公募期間は平成11年９月13日（月）から平成11年10月30日（土）（当日消印有効）までとし、郵送で東北地方建設局東北技術事務所機械課に提出してください。
〒980-0802　宮城県多賀城市桜木３丁目６－１

東北地方建設局東北技術事務所機械課　機械課長
　　　　　　　　　　　　　　電話　022-365-8211　　FAX　022-365-5938

　（２）提出書類
　　　　　・提案申込書　　　1部

　　　　　・会社概要　　　　1部

　　　　　・提案書　　　　　原本　1部　　コピー５部

　　　　　・受理書　　　　　1部

　（３）応募書類に関する問い合せと提出先
応募書類の記入に関する問い合わせは、電話、FAXで受け付けますが、回答は公平を期するため、ホームページ上に記載します。なお、質問の受け付け期限は10月29日（金）までとします。

　　　　 東北地方建設局道路部道路管理課

　　　　　　　　　電話　022-225-2171　　FAX　022-225-6988

　　　　 東北地方建設局東北技術事務所機械課

　　　　　　　　　電話　022-365-8211　　FAX　022-365-5938
　　　　　　　　　ホームページアドレス：http://www.th.moc.go.jp/tougi/

９．スケジュール
　（１）平成11年度
　　　　 9月13日 　公募の開始
　　　　10月30日　 公募締め切り
　　　　11月 上旬　 審　査
　　　　12月 上旬　 候補者の選定・採否通知
　　　　12月 中旬　 検証準備

　　　　12月 下旬　 散布試験の実施（12～２月）
　　　　 2月 下旬　 検証結果の整理
　　　　 3月 下旬　 企業等の選定
　（２）平成12～14年度の計画
　　　　企業等の決定、路面凍結抑制剤の改良計画、開発、確認試験、検証、実用化

－即効性・持続性に関する試験について－

　路面凍結抑制剤の即効性・持続性について定量的に評価するために、以下に示す方法に従って試験を実施し、結果を次ページの結果記入表に記入してください。また、結果記入表は、添付資料として提出して下さい。

　なお、試験を実施していない場合、「試験結果なし」と記入の上添付資料として提出してください。

２．試験方法

　　○試験路面凍結抑制剤　：原塩（塩化ナトリウムの含有量が99.5％以上）

　　　　　　　　　　　　　　提案する路面凍結抑制剤

　　○路面凍結抑制剤の濃度：20％

　　○試験容器　　　　　　：50cm×50cm×50cm程度の立方体２つ

　　○観測項目　　　　　　：氷温（℃）、融氷量（cm3）

　　○観測時間　　　　　　：時間単位（ただし、実験開始１時間までは10分間隔、その後30分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　間隔に氷温、融氷量を計測）

　　○実験室内温度　　　　：－１℃、－15℃

　

　－試験方法－

　　　①試験容器内（２つ）に蒸留水を満たし製氷する。

　　　②氷の平均高さを計測する。

　　　③－１℃の室内で、一方の試験容器に路面凍結抑制剤（20％溶液）を氷面に散布する。同様に原

　　　　塩（20%溶液）について他方の試験容器に散布する。

　　　④実験開始１時間までは10分間隔、その後30分間隔に氷温、融氷量を計測する。融氷量は、氷

　　　　の平均高さ（３箇所程度氷の高さを計測した値の平均値）の減少量と容器の面積から算出する。

　　　⑤計測結果を試験結果用紙に記入

　　　⑥－15℃の室内で、②～⑤を実施








　　即効性・持続性に関する試験結果シート　　　　　　　　（１／２）

企業名：　　　　　　　　　　　　　　　　路面凍結抑制剤名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
試験実施の有無：実施……（　　　）　実施していない……（　　　）

室内温度－１℃における観測結果
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原塩
路面凍結抑制剤
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室内温度－15℃における観測結果

時間
原塩
路面凍結抑制剤


融氷量（cm３）
氷温（℃）
融氷量（cm３）
氷温（℃）

10分後
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７時間30分後





８時間後





（２／２）

　試験結果を縦軸（融氷量、氷温度）、横軸を時間にとったグラフを添付してください。

室内温度－１℃における観測結果


室内温度－15℃における観測結果



＜グラフイメージ＞





























































































































































































技術開発基本協定締結





技術開発基本協定締結





委員会による企業等の決定
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【技術開発の流れ】








①公　　募：インターネット、専門紙等を用いて広報し、技術公募により企業等を公募する。


②１次選定：路面凍結対策専門部会により技術力、成分分析結果、経歴、企業力などから企業等を数社（数機関）選定する。


③検　　証：選定された企業等の路面凍結抑制剤についてモデル地域での検証（散布試験）を行う


　　　　　　（路面凍結抑制剤は企業等からの提供とし、散布費用は東北地建が提供する。また、検証は公的機関が観測、効果の整理を行う）。


④２次選定：モデル地域の散布試験結果を基本としてニーズとの適合性、技術内容などから技術開発を進める企業等を選定する（路面凍結対策専門部会により選定する）。


⑤企業


　　等決定：路面凍結対策専門部会における選定結果を受けて、東北地方道路雪対策技術検討委員


　　　　　　会により技術開発を進める企業等を決定する。


⑥改良計画：東北地方道路雪対策技術検討委員会により決定された各社（機関）において路面凍結


　　　　　　抑制剤の改良計画を提示する。


⑦改良開発：改良計画に基づき各社（機関）により路面凍結抑制剤の改良・開発を実施する。


⑧試　　験：選定された路面凍結抑制剤について散布試験を実施する。


⑨評　　価：路面凍結対策専門部会により評価する。


⑩開発終了：路面凍結抑制剤の開発終了。








専門部会による企業等選定





各社（機関）からの改良計画提示





Ｅ社





Ｃ社





Ａ社





公的機関による観測結果整理





専門部会による企業等選定
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　公的機関による観測結果整理





　①公募　　　②１次選定　　　　③検証　　④２次　⑤企業等  ⑥改良　　⑦改良開発　 　 ⑧試験　　 ⑨評価　 ⑩完成


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選定　   決定　  計画








平成11年度





平成12年度～14年度





＜開発期間＞





� eq \o\ad(凍結抑制剤の開発完了,　　　　　　　　　　　　　　)�










































































































































































� eq \o\ad(専　門　部　会　評　価,　　　　　　　　　　　　　　)�
































� eq \o\ad(散　布　試　験（公的機関）,　　　　　　　　　　　　　　)�





散布試験・検証（１年目）





氷温





融雪量





　　低温室（－１℃、－15℃）





　　　　　　　　　　　 塩溶液または路面凍結抑制剤溶液


　　　　温度測定器　　　　　　　　　　　　　　　　　











                                             氷の高さの


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 変化＝融氷量








　　　　　　氷





路面凍結対策専門部会：東北地方道路雪対策技術検討委員会の下部組織であり、学識経験者


　　　　　　　　　　　から構成される。本技術開発の具体的審議・評価を行う。
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